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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも、顔料（Ａ）と、スチレン－（メタ）アクリル酸系共重合体（Ｂ）と、（メタ
）アクリル酸と末端に炭素原子数１８～２２の直鎖または分岐型のアルキル基を有するポ
リオキシエチレン基を有するアクリレートとの共重合体（Ｃ）とを含んでなり、前記共重
合体（Ｃ）と顔料（Ａ）との質量比が、１／１０００～７／１００の範囲であることを特
徴とするインクジェット記録用水性インク用水性顔料分散体。
【請求項２】
前記スチレン－（メタ）アクリル酸系共重合体（Ｂ）の重量平均分子量が５５００～１５
０００であり、かつ、酸価が６０～２００ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲である請求項１に記載の
インクジェット記録用水性インク用水性顔料分散体。
【請求項３】
前記共重合体（Ｃ）と前記スチレン－（メタ）アクリル酸系共重合体（Ｂ）との質量比が
、１／１００～４０／１００の範囲である請求項１または２に記載のインクジェット記録
用水性インク用水性顔料分散体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は特定構造を有する重合体を含有する水性顔料分散体および水性インクに関する
。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、水性インク組成物（以下、「水性インク」と表記する場合もある）はその安全性
と環境負荷が少ないことから幅広い分野で有機溶剤系インクに取って代わってきており、
特にオフィス等の閉めきられた空間でも使用できるインクとして、臭いのない水性インク
が必要不可欠になっている。
水性インクは、オフセット印刷方式、グラビア印刷方式、あるいはインクジェット記録方
式等各々な印刷方式に適用されるが、中でもインクジェット記録方式はオンデマンド印刷
が可能なことから、オフィス等で使用される電子写真（トナー）方式の代替を目的とし現
在数多くの検討がなされている。
【０００３】
　インクジェット記録方式を使用した水性インクの要求物性として、形成される画像の発
色性（光学濃度）と保存安定性との両立がある。これに対しては画像形成用インクと固定
化用インク(処理剤とも呼ばれる)を用いた２液反応システムが知られている（例えば特許
文献１～３参照）。しかしながら２液反応システムの場合、事実上、画像形成用インクと
固定化用インクとの２段階印刷となるため、電子写真（トナー）方式と同等レベル以上の
高速印刷を実現することが困難であった。
【０００４】
　一方、架橋性官能基部分を有するＡＢブロックコポリマーを顔料分散剤として用いるこ
とにより保存安定性、光学濃度および彩度に優れる水性インクジェットインク組成物が知
られている（例えば、特許文献４）。しかしながら、このＡＢブロックコポリマーの製造
工程は煩雑であり、その配合量は最も典型的には対顔料質量比４０％と多い。更に、顔料
の安定な分散体を得るために、所定の反応条件におけるポリマー架橋が必須である。この
ため、生産性向上が困難という問題点があった。
【０００５】
　また、水性インクにレオロジーコントロール剤を添加して所望物性を得る試みも検討さ
れている。例えば、特許文献５では、ボールペン用水性インキにレオロジーコントロール
剤としてアクリル酸アルキル－メタクリル酸アルキル－ポリオキシエチレン（２０）ステ
アリルエーテル共重合体をインクに対し４質量％配合することにより、手脂の付着した紙
面などの疎水性の紙面にもかすれずに筆記できるボールペン用水性インキを開示している
。しかしながら、特許文献５では、発色性（光学濃度）についてはなんら言及されておら
ず、かつ、共重合体の配合量はインクに対し１～１０質量％と多く、インク設計の配合自
由度が制限されるという問題点があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－３５２２７号公報
【特許文献２】特開２０１３－３５２２６号公報
【特許文献３】特開２０１１－１４０２１３号公報
【特許文献４】特表２０１２－５３３６５１号公報
【特許文献５】特開２００８－１６３１９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、微粒子径で分散安定性に優れ、かつ、得られる画像の光学濃度に優れ
る水性顔料分散体及び水性インクを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは鋭意検討の結果、アニオン性基含有有機高分子化合物と、（メタ）アクリ
ル酸と（メタ）アクリレートと末端に炭素原子数１８～２２の直鎖または分岐型のアルキ
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ル基を有するポリオキシエチレン基を有するアクリレートとの共重合体との併用により、
保存安定性等の主な要求物性を損なうことなく、微粒子径で分散安定性に優れ、かつ、得
られる画像の光学濃度に優れる水性顔料分散体及び水性インクが得られることを見出した
。
【０００９】
　即ち本発明は、少なくとも、顔料（Ａ）と、アニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）
と、（メタ）アクリル酸と（メタ）アクリレートと末端に炭素原子数１８～２２の直鎖ま
たは分岐型のアルキル基を有するポリオキシエチレン基を有するアクリレートとの共重合
体（Ｃ）とを含んでなり、前記共重合体（Ｃ）と顔料（Ａ）との質量比が、１／１０００
～７／１００の範囲である水性顔料分散体を提供する。
【００１０】
　また本発明は、前記記載の水性顔料分散体を用いた水性インクを提供する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、微粒子径で分散安定性に優れ、かつ、得られる画像の光学濃度に優れ
る水性顔料分散体およびそれを使用した水性インクを得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
（顔料（Ａ））
　本発明で使用する顔料（Ａ）は、公知慣用の有機顔料あるいは無機顔料の中から選ばれ
る少なくとも一種の顔料である。また、本発明は未処理顔料、処理顔料のいずれでも適用
することができる。普通紙を被記録材とする印刷の場合、イエローインク、シアンインク
、マゼンタインク、ブラックインク等が使用される。これらの使用される顔料は特に限定
はなく、通常水性インク用の顔料として使用されているものが使用できる。具体的には、
水や水溶性有機溶剤に分散可能であり、公知の無機顔料や有機顔料が使用できる。無機顔
料としては例えば、酸化鉄、コンタクト法、ファーネス法、サーマル法等の公知の方法に
よって製造されたカーボンブラック等がある。また、有機顔料としては、アゾ顔料（アゾ
レーキ、不溶性アゾ顔料、縮合アゾ顔料、キレートアゾ顔料などを含む）、多環式顔料（
例えば、フタロシアニン顔料、ペリレン顔料、ペリノン顔料、アントラキノン顔料、キナ
クリドン顔料、ジオキサジン顔料、チオインジゴ顔料、イソインドリノン顔料、キノフラ
ロン顔料など）、染料キレート（例えば、塩基性染料型キレート、酸性染料型キレートな
ど）、ニトロ顔料、ニトロソ顔料、アニリンブラックなどを使用することができる。
【００１３】
　例えばブラックインクに使用される顔料としては、カーボンブラックとして、三菱化学
社製のＮｏ．２３００、Ｎｏ．２２００Ｂ、Ｎｏ．９００、Ｎｏ．９６０、　Ｎｏ．９８
０、Ｎｏ．３３、Ｎｏ．４０、Ｎｏ，４５、Ｎｏ．４５Ｌ、Ｎｏ．５２、ＨＣＦ８８、Ｍ
Ａ７、ＭＡ８、ＭＡ１００、等が、コロンビア社製のＲａｖｅｎ５７５０、Ｒａｖｅｎ５
２５０、Ｒａｖｅｎ５０００、Ｒａｖｅｎ３５００、Ｒａｖｅｎ１２５５、Ｒａｖｅｎ７
００等が、キャボット社製のＲｅｇａｌ　４００Ｒ、Ｒｅｇａｌ　３３０Ｒ、Ｒｅｇａｌ
　６６０Ｒ、Ｍｏｇｕｌ　Ｌ、Ｍｏｇｕｌ　７００、Ｍｏｎａｒｃｈ８００、Ｍｏｎａｒ
ｃｈ８８０、Ｍｏｎａｒｃｈ９００、Ｍｏｎａｒｃｈ１０００、Ｍｏｎａｒｃｈ１１００
、Ｍｏｎａｒｃｈ１３００、Ｍｏｎａｒｃｈ１４００等が、デグサ社製のＣｏｌｏｒ　Ｂ
ｌａｃｋ　ＦＷ１、同ＦＷ２、同ＦＷ２Ｖ、同ＦＷ１８、同ＦＷ２００、同Ｓ１５０、同
Ｓ１６０、同Ｓ１７０、Ｐｒｉｎｔｅｘ　３５、同Ｕ、同Ｖ、同１４００Ｕ、Ｓｐｅｃｉ
ａｌ　Ｂｌａｃｋ　６、同５、同４、同４Ａ、ＮＩＰＥＸ１５０、ＮＩＰＥＸ１６０、Ｎ
ＩＰＥＸ１７０、ＮＩＰＥＸ１８０等が挙げられる。
【００１４】
　またイエローインクに使用される顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー
１、２、１２、１３、１４、１６、１７、７３、７４、７５、８３、９３、９５、９７、
９８、１０９、１１０、１１４、１２０、１２８、１２９、１３８、１５０、１５１、１
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５４、１５５、１７４、１８０、１８５等が挙げられる。
【００１５】
　また、マゼンタインクに使用される顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
５、７、１２、４８（Ｃａ）、４８（Ｍｎ）、５７（Ｃａ）、５７：１、１１２、１２２
、１２３、１４６、１６８、１７６、１８４、１８５、２０２、２０９、等が挙げられる
。
【００１６】
　また、シアンインクに使用される顔料の具体例としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１
、２、３、１５、１５：３、１５：４、１６、２２、６０、６３、６６等が挙げられる。
【００１７】
　水性インク、中でもインクジェット向けとする場合、顔料（Ａ）の含有量（質量基準）
は、水性インク全量に対して０．５～３０％が好ましく、さらには１．０～１２％が好ま
しい。普通紙において十分な光学濃度を得るためには３％以上で１２％以下が最も好まし
い含有量である。３％未満の含有量では、普通紙における印字濃度が確保できなくなり、
また１２％を超えた含有量では、インクの粘度増加等により、インクジェットヘッドから
の当該水性インクの吐出安定性が悪化するからである。   
【００１８】
　また、顔料（Ａ）の粒経は１μｍ以下が好ましく、より好ましくは１０ｎｍ～１５０ｎ
ｍの粒子からなる顔料を、さらに好ましくは５０ｎｍ～１２０ｎｍの粒子からなる顔料が
好ましい。  
【００１９】
（水性媒体）
　本発明の水性顔料分散体において、溶媒としては水溶性溶媒及び／または水等の水性媒
体を使用する。これらは水単独で使用してもよいし、水と水溶性溶媒からなる混合溶媒で
もよい。水溶性溶媒としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メチルブチルケ
トン、メチルイソブチルケトン、等のケトン類；メタノール、エタノール、２－プロパノ
ール、２－メチル－１－プロパノール、１－ブタノール、２－メトキシエタノール、等の
アルコール類；テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、１，２－ジメトキシエタン、
等のエーテル類；ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチルピロリドン、等のアミド類が挙げら
れ、とりわけ炭素数が３～６のケトン及び炭素数が１～５のアルコールからなる群から選
ばれる化合物を用いるのが好ましい。
　また、その他、水性に溶解しうる水溶性有機溶剤も使用することができる。例えばエチ
レングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリ
コール、プロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールな
どのグリコール類；ブタンジオール、ペンタンジオール、ヘキサンジオール、およびこれ
らと同族のジオールなどのジオール類；ラウリン酸プロピレングリコールなどのグリコー
ルエステル；ジエチレングリコールモノエチル、ジエチレングリコールモノブチル、ジエ
チレングリコールモノヘキシルの各エーテル、プロピレングリコールエーテル、ジプロピ
レングリコールエーテル、およびトリエチレングリコールエーテルを含むセロソルブなど
のグリコールエーテル類；メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール、１－プロ
パノール、２－プロパノール、１－ブタノール、２－ブタノール、ブチルアルコール、ペ
ンチルアルコール、およびこれらと同族のアルコールなどのアルコール類；あるいは、ス
ルホラン；γ－ブチロラクトンなどのラクトン類；Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）ピロリ
ドンなどのラクタム類；グリセリンおよびその誘導体、ポリオキシエチレンベンジルアル
コールエーテルなど、水溶性有機溶剤として知られる他の各種の溶剤などを挙げることが
できる。これらの水溶性有機溶剤は１種または２種以上混合して用いることができる。
 中でも、高沸点、低揮発性で、高表面張力のグリコール類やジオール類等多価アルコー
ル類が好ましく、特にジエチレングリコール、トリエチレングリコール等のグリコール類
が好ましい。
【００２０】
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（アニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ））
　本発明で使用するアニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）は、例えば、カルボキシル
基、スルホン酸基または燐酸基を含有する、有機高分子化合物が挙げられる。この様なア
ニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）としては、例えばアニオン性基を有するポリビニ
ル系樹脂、アニオン性基を有するポリエステル系樹脂、アニオン性基を有するアミノ系樹
脂、アニオン性基を有するアクリル系樹脂、アニオン性基を有するエポキシ系樹脂、アニ
オン性基を有するポリウレタン系樹脂、アニオン性基を有するポリエーテル系樹脂、アニ
オン性基を有するポリアミド系樹脂、アニオン性基を有する不飽和ポリエステル系樹脂、
アニオン性基を有するフェノール系樹脂、アニオン性基を有するシリコーン系樹脂、アニ
オン性基を有するフッ素系高分子化合物、アニオン性基を有する多糖類誘導体等が挙げら
れる。
　中でもアニオン性基を有するアクリル系樹脂やアニオン性基を有するポリウレタン系樹
脂は、原料が豊富であり設計が容易であること、顔料分散機能に優れることから好ましい
。
【００２１】
（アニオン性基を有するアクリル系樹脂）
　アニオン性基を有するアクリル系樹脂は、具体的には、（メタ）アクリル酸等のアニオ
ン性基を有する単量体とそれと共重合可能なその他のエチレン性不飽和単量体との共重合
体からなる樹脂が挙げられる。尚、本発明において（メタ）アクリル酸とは、アクリル酸
とメタクリル酸との総称を意味するものとする。（メタ）アクリル酸の各種エステルの場
合も前記と同様に解釈される。   
【００２２】
　同一酸価対比においてより共重合体の疎水性を高め、共重合体の顔料表面への吸着がよ
り強固と出来る点で、前記したその他の共重合可能なエチレン性不飽和単量体としては、
例えば、スチレン、α－メチルスチレン、β－メチルスチレン、２，４－ジメチルスチレ
ン、α－エチルスチレン、α－ブチルスチレン、α－ヘキシルスチレンの如きアルキルス
チレン、４－クロロスチレン、３－クロロスチレン、３－ブロモスチレンの如きハロゲン
化スチレン、更に３－ニトロスチレン、４－メトキシスチレン、ビニルトルエン等のスチ
レン系モノマーや、ベンジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、フ
ェニルエチル（メタ）アクリレート、フェニルプロピル（メタ）アクリレート、フェノキ
シエチル（メタ）アクリレート等のベンゼン環を有する（メタ）アクリル酸エステル系単
量体を用いることが好ましい。中でも、中でも、スチレン、α－メチルスチレン、ｔｅｒ
ｔ－ブチルスチレン等のスチレン系単量体を用いることが特に好ましい。   
【００２３】
　本発明におけるアニオン性基を有するアクリル系樹脂に係る共重合体は、（メタ）アク
リル酸の重合単位とその他の共重合可能なエチレン性不飽和単量体の重合単位を必須の重
合単位として含有する共重合体であれば良く、それらの二元共重合体であっても更にその
他の共重合可能なエチレン性不飽和単量体との三元以上の多元共重合体であっても良い。
【００２４】
　エチレン性不飽和単量体としては、メチルアクリレート、メチルメタクリレート、ｎ－
プロピルアクリレート、イソプロピルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、ｓｅｃ－
ブチルアクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルアクリレート、２－エチルブチルアクリレート、
１，３－ジメチルブチルアクリレート、ヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシルアク
リレート、オクチルアクリレート、エチルメタアクリレート、ｎ－ブチルメタアクリレー
ト、２－メチルブチルメタアクリレート、ペンチルメタアクリレート、ヘプチルメタアク
リレート、ノニルメタアクリレート等のアクリル酸エステル類及びメタアクリル酸エステ
ル類；３－エトキシプロピルアクリレート、３－エトキシブチルアクリレート、ジメチル
アミノエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシブチル
アクリレート、エチル－α－（ヒドロキシメチル）アクリレート、ジメチルアミノエチル
メタアクリレート、ヒドロキシエチルメタアクリレート、ヒドロキシプロピルメタアクリ
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レートのようなアクリル酸エステル誘導体及びメタクリル酸エステル誘導体；フェニルア
クリレート、ベンジルアクリレート、フェニルエチルアクリレート、フェニルエチルメタ
アクリレートのようなアクリル酸アリールエステル類及びアクリル酸アラルキルエステル
類；ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、グリセ
リン、ビスフェノールＡのような多価アルコールのモノアクリル酸エステル類あるいはモ
ノメタアクリル酸エステル類；マレイン酸ジメチル、マレイン酸ジエチルのようなマレイ
ン酸ジアルキルエステル、酢酸ビニル等を挙げることができる。これらのモノマーはその
１種又は２種以上をモノマー成分として添加することができる。
【００２５】
　本発明で用いるアニオン性基を有するアクリル系樹脂に係る共重合体は、モノエチレン
性不飽和単量体の重合単位のみの線状（リニアー）共重合体であっても、各種の架橋性を
有するエチレン性不飽和単量体を極少量共重合させ、一部架橋した部分を含有する共重合
体であっても良い。   
【００２６】
　この様な架橋性を有するエチレン性不飽和単量体としては、例えば、グリシジル（メタ
）アクリレートや、ジビニルベンゼン、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プ
ロピレングルコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、ポリ（オキシエチレンオキシプロピレン）グリコールジ（メタ）アクリレート、
グリセリンのアルキレンオキシド付加物のトリ（メタ）アクリレート等の多価アルコール
のポリ（メタ）アクリレートが挙げられる。   
【００２７】
　本発明においては、用いる各単量体の反応率等は略同一と考えて、各単量体の仕込割合
を、各単量体の重合単位の質量換算の含有割合と見なすものとする。本発明におけるアニ
オン性基を有するアクリル系樹脂に係る共重合体は、塊状重合、溶液重合、懸濁重合、乳
化重合等の従来より公知の種々の反応方法によって合成することが出来る。この際には、
公知慣用の重合開始剤、連鎖移動剤（重合度調整剤）、界面活性剤及び消泡剤を併用する
ことも出来る。   
【００２８】
　本発明で使用するアニオン性基を有するアクリル系樹脂に係る共重合体として特に好ま
しくは、前記共重合体の中でも、例えば、スチレン－（メタ）アクリル酸共重合体、スチ
レン－（メタ）アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体、（メタ）アクリル酸
エステル－（メタ）アクリル酸共重合体等の、スチレン系モノマー、及び（メタ）アクリ
ル酸を原料モノマーとして含むスチレン－アクリル酸系共重合体が挙げられる。（なお、
本発明において「スチレン－アクリル酸系共重合体」とは、前述の通り「スチレン系モノ
マー、及び（メタ）アクリル酸を原料モノマーとして含む共重合体」と定義するものとす
る。従って、スチレン系モノマー、及び（メタ）アクリル酸以外の汎用のモノマーを共重
合させてあってもよい）
【００２９】
　前記スチレン－アクリル酸系共重合体はスチレン系モノマー、アクリル酸モノマー及び
メタクリル酸モノマーの少なくとも一方の共重合によって得られるが、アクリル酸とメタ
クリル酸を併用することが好ましい。その理由は、樹脂合成時の共重合性が向上して、樹
脂の均一性が良くなり、その結果、保存安定性が良好となり、且つより微粒子化された顔
料分散液が得られる傾向があるためである。
　前記スチレン－アクリル酸系共重合体においてスチレン系モノマーとアクリル酸モノマ
ーとメタクリル酸モノマーの共重合時の総和は、全モノマー成分に対して９５質量％以上
であることが好ましい。
【００３０】
　前記スチレン－アクリル酸系共重合体の製造方法としては、通常の重合方法を採ること
が可能で、溶液重合、懸濁重合、塊状重合等、重合触媒の存在下に重合反応を行う方法が
挙げられる。重合触媒としては、例えば、２，２´－アゾビス（２，４－ジメチルバレロ
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ニトリル）、２，２´－アゾビスイソブチロニトリル、１，１´－アゾビス（シクロヘキ
サン－１－カルボニトリル）、ベンゾイルパーオキサイド、ジブチルパーオキサイド、ブ
チルパーオキシベンゾエート等が挙げられ、その使用量はモノマー成分の０．１～１０．
０質量％が好ましい。
【００３１】
　また、前記スチレン－アクリル酸系共重合体はランダム共重合体でもよいが、グラフト
共重合体であっても良い。グラフト共重合体としてはポリスチレンあるいはスチレンと共
重合可能な非イオン性モノマーとスチレンとの共重合体が幹又は枝となり、アクリル酸、
メタクリル酸とスチレンを含む他のモノマーとの共重合体を枝又は幹とするグラフト共重
合体をその一例として示すことができる。スチレン－アクリル酸系共重合体は、このグラ
フト共重合体とランダム共重合体の混合物であってもよい。
【００３２】
　本発明において、アニオン性基を有するアクリル系樹脂の重量平均分子量は５０００～
２００００の範囲内であることが好ましい。例えば前記スチレン－アクリル酸系共重合体
を使用する場合も、その重量平均分子量は５０００～２００００の範囲内であることが好
ましく、５０００～１８０００の範囲内にあることがより好ましい。中でも、５５００～
１５０００範囲内にあることが特に好ましい。ここで重量平均分子量とはＧＰＣ（ゲル浸
透クロマトグラフィー）法で測定される値であり、標準物質として使用するポリスチレン
の分子量に換算した値である。
【００３３】
　本発明で使用するアニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）がスチレン－アクリル酸系
共重合体の場合、アクリル酸モノマー及びメタクリル酸モノマー由来のカルボキシル基を
有するが、その酸価は５０～２２０（ｍｇＫＯＨ／ｇ）であることが好ましく、６０～２
００（ｍｇＫＯＨ／ｇ）であることがさらに好ましい。酸価が２２０（ｍｇＫＯＨ／ｇ）
以下であると顔料の凝集がより発生し難くなる傾向にある。
【００３４】
　ここでいう酸価とは、日本工業規格「　Ｋ　００７０：１９９２．　化学製品の酸価，
けん化価，エステル価，よう素価，水酸基価及び不けん化物の試験方法」に従って測定さ
れた数値であり、樹脂１ｇを完全に中和するのに必要な水酸化カリウムの量（ｍｇ）であ
る。
　酸価が低すぎる場合には顔料分散や保存安定性が低下し、また後記するインクジェット
記録用水性顔料分散体を調製した場合に、印字安定性が悪くなるので好ましくない。酸価
が高すぎる場合には、着色記録画像の耐水性が低下するのでやはり好ましくない。共重合
体を該酸価の範囲内とするには、（メタ）アクリル酸を、前記酸価の範囲内となる様に含
めて共重合すれば良い。
【００３５】
（アニオン性基を有するポリウレタン系樹脂）
　本発明で使用するアニオン性基を有するポリウレタン系樹脂は、具体的には、カルボキ
シ基やスルホン酸基等のアニオン性基を有するポリオールとポリイソシアネート、さらに
必要に応じて汎用のアニオン性基を有さないポリオールや鎖伸長剤を反応させて得たウレ
タン樹脂があげられる。
【００３６】
　本発明で使用するカルボキシ基を有するポリオールとしては、例えば、多価アルコール
と多塩基酸無水物との反応によって得られるエステル、２，２－ジメチロール乳酸、２，
２－ジメチロールプロピオン酸、２，２－ジメチロールブタン酸、２，２－ジメチロール
吉草酸などのジヒドロキシアルカン酸等が挙げられる。好ましい化合物としては２，２－
ジメチロールプロピオン酸、２，２－ジメチロールブタン酸が挙げられる。中でも、ジメ
チロールプロピオン酸、又はジメチロールブタン酸の入手が容易であり好ましい。
また、スルホン酸基を有するポリオールとしては、例えば５－スルホイソフタル酸、スル
ホテレフタル酸、４－スルホフタル酸、５［４－スルホフェノキシ］イソフタル酸等のジ
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カルボン酸、及びそれらの塩と、前記低分子量ポリオールとを反応させて得られるポリエ
ステルポリオールが挙げられる。 
【００３７】
　本発明で使用するジイソシアネートとしては、例えばヘキサメチレンジイソシアネート
、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート等の脂肪族ジイソシアネー卜
化合物、イソホロンジイソシアネー卜、水添キシリレンジイソシアネート、４，４－シク
ロヘキシルメタンジイソシアネート等の脂環族ジイソシアネー卜化合物、キシリレンジイ
ソシアネート、テトラメチルキシレンジイソシアネー卜等の芳香脂肪族ジイソシアネー卜
化合物、トルイレンジイソシアネー卜、フェニルメタンジイソシアネート等の芳香族ジイ
ソシアネー卜が挙げられる。
中でも、印字画像の耐光変色が起こり難い点では、脂肪族ジイソシアネート化合物または
脂環族ジイソシアネートが好ましい。
【００３８】
　また、汎用のアニオン性基を有さないポリオールとしては、例えば、ポリエステルポリ
オール、ポリエーテルポリオール、ポリヒドロキシポリカーボネート、ポリヒドロキシポ
リアセタール、ポリヒドロキシポリアクリレート、ポリヒドロキシポリエステルアミドお
よびポリヒドロキシポリチオエーテルが挙げられる。中でも、ポリエステルポリオール、
ポリエーテルポリオールおよびポリヒドロキシポリカーボネートが好ましい。これらのポ
リオールは１種のみを反応させてもよく、数種を混合して反応させてもよい。
　また前記ポリオールのほか、印字物における皮膜硬度の調整等を目的として、低分子量
のジオールを適宜併用しても良い。例としては、エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１，２－プロパンジオール、１
，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール等が挙げられる。
【００３９】
　本発明で使用する鎖伸長剤は、例えばエチレングリコール、プロピレングリコール、１
，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，９－ノナンジオール、１，４－
ビス（β－ヒドロキシエトキシ）ベンゼン、１，４－シクロヘキサンジオール、キシリレ
ングリコール等のジオール類、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、キシリレンジア
ミン、イソホロンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、トリレンジアミン、
４，４’－ジアミノジシクロヘキシルメタン等のジアミン類の１種または２種以上を使用
することができる。
【００４０】
　前記ポリウレタン系樹脂は、例えば無溶剤下または有機溶剤の存在下で、前記ポリオー
ルと前記ポリイソシアネートとを反応させることでウレタン樹脂を製造する。次いで、前
記塩基性化合物等を用いて中和することにより形成されたアニオン性基を有するウレタン
樹脂を、水性媒体中に混合し水性化する際に、必要に応じて鎖伸長剤と混合し、反応させ
ることによって製造することができる。   
【００４１】
　前記ポリオールとポリイソシアネートとの反応は、例えば、前記ポリオールが有する水
酸基に対する、前記ポリイソシアネートが有するイソシアネート基の当量割合が、０．８
～２．５の範囲で行うことが好ましく、０．９～１．５の範囲で行うことがより好ましい
。
【００４２】
　本発明において、アニオン性基を有するポリウレタン系樹脂の重量平均分子量は５，０
００～５００，０００の範囲内であることが好ましく、１０，０００～２００，０００の
ものを使用することがより好ましく、１５，０００～１００，０００のものを使用するこ
とが特に好ましい。
【００４３】
　ここで重量平均分子量とはＧＰＣ（ゲル浸透クロマトグラフィー）法で測定される値で
あり、標準物質として使用するポリスチレンの分子量に換算した値である。
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【００４４】
　また、前記ポリウレタン系樹脂としては、２～２００（ｍｇＫＯＨ／ｇ）の範囲の酸価
を有するものを使用することが好ましく、２～１００（ｍｇＫＯＨ／ｇ）の範囲であるこ
とが、ポリウレタン系樹脂の良好な水分散安定性等を向上するうえで好ましい。 
【００４５】
　ここでいう酸価とは、日本工業規格「　Ｋ　００７０：１９９２．　化学製品の酸価，
けん化価，エステル価，よう素価，水酸基価及び不けん化物の試験方法」に従って測定さ
れた数値であり、樹脂１ｇを完全に中和するのに必要な水酸化カリウムの量（ｍｇ）であ
る。
　酸価が低すぎる場合には顔料分散や保存安定性が低下するおそれがあり、酸価が高すぎ
る場合には形成画像の耐水性が低下するおそれがある。共重合体を該酸価の範囲内とする
には、カルボキシ基を有するポリオールを、前記酸価の範囲内となる様に含めて共重合す
れば良い。
【００４６】
（アニオン性基を有するアクリル系樹脂及びアニオン性基を有するポリウレタン系樹脂の
中和剤）
　本発明においてアニオン性基を有するアクリル系樹脂及びアニオン性基を有するポリウ
レタン系樹脂は、塩基性化合物により中和して使用することが好ましい。塩基性化合物と
しては公知のものを使用でき、例えばカリウム、ナトリウムなどのアルカリ金属の水酸化
物；カリウム、ナトリウムなどのアルカリ金属の炭酸塩；カルシウム、バリウムなどのア
ルカリ土類金属などの炭酸塩；水酸化アンモニウム等の無機系塩基性化合物や、トリエタ
ノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメタノールアミン、Ｎ－アミノエチルエタノールアミン、ジメ
チルエタノールアミン、Ｎ－Ｎ－ブチルジエタノールアミンなどのアミノアルコール類、
モルホリン、Ｎ－メチルモルホリン、Ｎ－エチルモルホリンなどのモルホリン類、Ｎ－（
２－ヒドロキシエチル）ピペラジン、ピペラジンヘキサハイドレートなどのピペラジン等
の有機系塩基性化合物が挙げられる。中でも、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸
化リチウムに代表されるアルカリ金属水酸化物は、水性顔料分散体の低粘度化に寄与し、
水性インクジェット記録用インクとした場合に吐出安定性の面から好ましく、特に水酸化
カリウムが好ましい。
【００４７】
　これらを使用した前記アニオン性基の中和率は特に限定はないが、一般に８０～１２０
％となる範囲で行うことが多い。なお本発明において、中和率とは塩基性化合物の配合量
が前記アニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）中の全てのカルボキシル基の中和に必要
な量に対して何％かを示す数値であり、以下の式で計算される。
【００４８】
【数１】

【００４９】
　本発明で使用するアニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）の含有量（質量基準）は、
水性顔料分散体、中でもインクジェット向けとする場合は、インク全質量に対して０．１
～１０％が好ましく、さらには０．３～５％が好ましく、０．５～２％の範囲であること
がさらに好ましい。０．１％未満の含有量では顔料分散性が不足し、また１０％を超えた
含有量では、インクの粘度増加等により、印刷適性が損なわれるからである。 
【００５０】
　前記アニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）は、主として顔料を分散させる目的で使
用するが、該化合物は高分子であるため、バインダーとしての機能も有する。
【００５１】
　また市販品を使用することも勿論可能である。市販品としては、味の素ファインテクノ
株式会社のアジスパーＰＢシリーズ、ＢＹＫ社製のＤＩＳＰＥＲＢＹＫシリーズ並びにＢ
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ＹＫ－シリーズ、ＢＡＳＦ社製のＥｆｋａシリーズ等を使用することができる。
【００５２】
（（メタ）アクリル酸と（メタ）アクリレートと末端に炭素原子数１８～２２の直鎖また
は分岐型のアルキル基を有するポリオキシエチレン基を有するアクリレートとの共重合体
（Ｃ））
　本発明に用いる（メタ）アクリル酸と（メタ）アクリレートと末端に炭素原子数１８～
２２の直鎖または分岐型のアルキル基を有するポリオキシエチレン基を有するアクリレー
トとの共重合体（Ｃ）（以下共重合体（Ｃ）と称する場合がある）とは、ＩＮＣＩ　名（
米国化粧品工業会（ＰＣＰＣ：Ｔｈｅ　Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｃａｒｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ
　Ｃｏｕｎｃｉｌ）　の国際命名法委員会（ＩＮＣ：Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｎｏ
ｍｅｎｃｌａｔｕｒｅ　Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ）において化粧品原料国際命名法（ＩＮＣＩ
：Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｎｏｍｅｎｃｌａｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｃｏｓｍｅｔｉｃ　
Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔ）に従って作成された化粧品成分の国際的表示名称）がＡＣＲＹＬ
ＡＴＥＳ／ＢＥＨＥＮＥＴＨ－２５　ＭＥＴＨＡＣＲＹＬＡＴＥ　ＣＯＰＯＬＹＭＥＲで
ある。該当する日本国の官報公示整理番号は７－３２０８であり、（アクリル酸・α－ア
ルキル（Ｃ＝１８～２２、直鎖型及び分枝型）－ω－（メタクリロイルオキシ）ポリ（ｎ
＝２０～３０）（オキシエチレン）・メタクリル酸・メチル＝アクリラート共重合物であ
る。
【００５３】
　すなわち、（メタ）アクリル酸と末端に炭素原子数１８～２２の直鎖または分岐型のア
ルキル基を有するポリオキシエチレン基を有するアクリレートとを必須成分とする共重合
体である。該共重合体はアルカリ金属塩又はアンモニウム塩であってもよい。
【００５４】
　前記末端に炭素原子数１８～２２の直鎖または分岐型のアルキル基を有するポリオキシ
エチレン基を有する（メタ）アクリレートとしては、例えば、アクリル酸とポリオキシエ
チレン（２０）ステアリルエーテルとのエステル、メタクリル酸とポリオキシエチレン（
２０）ステアリルエーテルとのエステル、アクリル酸とポリオキシエチレン（２５）ベヘ
ニルエーテルとのエステル、メタクリル酸とポリオキシエチレン（２５）ベヘニルエーテ
ルとのエステルなどを挙げることができる。
【００５５】
　前記共重合体（Ｃ）は、（メタ）アクリル酸と末端に炭素原子数１８～２２の直鎖また
は分岐型のアルキル基を有するポリオキシエチレン基を有するアクリレートとを必須とす
る以外はとくに限定なく、本発明の効果を損なわない範囲内で公知の（メタ）アクリレー
トやビニル系モノマーを共重合させることができる。またモノマーの組み合わせや比率は
特に限定されることなく、また本発明の範囲内における共重合体（Ｃ）は１種のみを用い
てもよく２種以上を併用してもよい。
【００５６】
　前記共重合体（Ｃ）は、公知の重合法｛乳化重合、溶液重合、懸濁重合及び塊状重合等
（たとえば、特開２００９－１１４３４８号公報）；これらのうち、乳化重合及び溶液重
合が好ましく、さらに好ましくは溶液重合である｝により得ることができる。
【００５７】
　前記共重合体（Ｃ）は、共重合体２.５％水溶液の粘度（ＪＩＳ Ｚ ８８０３準拠、ブ
ルックフィールドＲＶＴ,Ｎｏ．６スピンドル,スピード２０、２５℃）が５０００ｍＰａ
・ｓ以上７００００ｍＰａ・ｓ以下であることが好ましく、８０００ｍＰａ・ｓ以上６０
０００ｍＰａ・ｓ以下であることがより好ましく、１００００ｍＰａ・ｓ以上５００００
ｍＰａ・ｓ以下であることが更により好ましい。
【００５８】
　前記共重合体（Ｃ）は、水分散性に優れ、かつ、微量添加で本発明の効果を発現するた
め、本発明において好適に使用できる。
【００５９】
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　このような共重合体としては、市販品を利用することができ、例えば商品名「ＶＯＬＡ
ＲＥＳＴR　ＦＬ（ボラレストR　ＦＬ）」（クローダジャパン株式会社製）や商品名「Ｔ
ｉｎｏｖｉｓR　ＧＴＣ（チノビスR　ＧＴＣ）」（ＢＡＳＦジャパン株式会社製）などを
挙げることができる。
【００６０】
　本発明に用いられる共重合体（Ｃ）の配合量は、対顔料（Ａ）質量比（共重合体（Ｃ）
／顔料（Ａ））として、１／１０００～７／１００である。中でも４／１０００～６／１
００であることがより好ましく、５／１０００～５／１００であることが更により好まし
い。この範囲ならば、微粒子径で分散安定性に優れ、かつ、得られる画像の光学濃度が所
望レベルに到達するからである。
【００６１】
　本発明に用いられる共重合体（Ｃ）の配合量は、前記アニオン性基含有有機高分子化合
物（Ｂ）との質量比（共重合体（Ｃ）／前記アニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ））
が、１／１００～４０／１００であることが好ましく、２／１００～３０／１００である
ことがより好ましく、５／１００～２０／１００であることが更により好ましい。この範
囲ならば、微粒子径で分散安定性に優れ、かつ、得られる画像の光学濃度が所望レベルに
到達するからである。
【００６２】
　水性インク、中でもインクジェット向けとする場合は、インク中の顔料濃度を１質量％
～１０質量％とし、インク粘度を２０ｍＰａ・ｓ未満（ＶｉｓｃｏｍｅｔｅｒＴＶ－２０
（東機産業社製）によるインク温度２５℃における測定値）となるように共重合体（Ｃ）
の配合量を調整して使用するのが好ましい。
【００６３】
　例えば、共重合体（Ｃ）として、商品名「ＶＯＬＡＲＥＳＴR　ＦＬ（ボラレストR　Ｆ
Ｌ）」（クローダジャパン株式会社製）を用いる場合は、当該商品由来のポリマー含有量
がインク全体に対して０．０１～０．３質量％であることが好ましい。すなわち、商品名
「ＶＯＬＡＲＥＳＴR　ＦＬ（ボラレストR　ＦＬ）」（クローダジャパン株式会社製）由
来のポリマー含有量が、インク全体に対して、０．０１質量％未満である場合には、十分
な光学濃度を得ることができないおそれがあり、０．３質量％を超える場合には、インク
粘度が高すぎてインクジェット向けインクの吐出性が悪くなるおそれがある。
【００６４】
　かかる範囲では、様々な印刷方式への適性を損なうことなく、微粒子径で分散安定性に
優れ、かつ、得られる画像の光学濃度が所望レベルに到達するからである。
【００６５】
　このように、水性顔料分散体あるいは水性インクにおける共重合体（Ｃ）の含有量を特
定量とすることにより、当該水性顔料分散体等により形成される画像の発色性（光学濃度
）を所望レベルとすることができる。そのメカニズムについて充分な検証はできていない
が、以下のように考えている。
【００６６】
　水性媒体中において、共重合体（Ｃ）の疎水性部分（アクリル酸、メタクリル酸および
それらのエステル）を覆いつつ、親水性部分（ジカルボン酸やポリオキシエチレン部分）
が水和層を構成している。ただし、ポリオキシエチレン末端に長鎖アルキル基が存在する
ので、一定の疎水性が付与されていると考えられる。このため、当該重合体は、互いに凝
集することなく、ポリマー鎖と水平方向には親水性が、垂直方法には疎水性が発揮されて
いるものと考えられる。このため、水性顔料分散体等においては、顔料（Ａ）粒子／アニ
オン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）間の界面張力を下げ、顔料粒子表面の電荷をコント
ロールしつつ、顔料（Ａ）粒子間のファンデル・ワールス力に打ち勝ち得る斥力を付与す
ることが可能な３次元の水素結合ネットワークといった、微細な顔料（Ａ）粒子の安定分
散に必須な高度なバランスを獲得したと考えている。よって、様々な紙の成分が混じって
いる普通紙に対する印刷時においても、顔料（Ａ）粒子が被印刷物たる紙に不必要に浸透
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せず固定化できるため、高い光学濃度を発現する。
【００６７】
（水性顔料分散体の製造方法）
　本発明の水性顔料分散体の製造方法は、特に限定なく公知の方法で得ることができる。
すなわち、共重合体（Ｃ）は、任意のタイミングで配合することが可能である。例えば、
（１）本発明の少なくとも顔料（Ａ）と共重合体（Ｃ）とを含んでなる水性顔料分散体を
、必要に応じてその他の添加剤を添加して、メディアレス分散により調製する方法、
（２）予め顔料（Ａ）の高濃度水性分散液（顔料ペースト）を作成し、それを水性媒体で
希釈する際に同時に共重合体（Ｃ）、必要に応じてその他の添加剤を添加して調製する方
法、等があげられる。
【００６８】
（１）水性顔料分散体のメディアレス分散
　本発明において、（１）メディアレス分散とは、具体的には、超音波分散法、高速ディ
スクインペラー、コロイドミル、ロールミル、高圧ホモジナイザー、ナノマイザー、アル
ティマイザー等による分散法等があげられるが、生産性やメディアの摩耗によるコンタミ
(異物の混入や汚染)などを顧慮すると超音波分散法が好ましい。
【００６９】
（２）高濃度の水性顔料分散液（顔料ペースト）を経由する方法
　予め顔料ペーストを作成する方法は、特に限定はなく、公知の分散方法を使用すること
ができる。
【００７０】
　また、この顔料ペーストを調製する方法としては、以下（i）～（iii）を例示すること
ができる。
（i）顔料分散剤としてアニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）及び水を含有する水性
媒体に、顔料（Ａ）を添加した後、攪拌・分散装置を用いて顔料を該水性媒体中に分散さ
せることにより、顔料ペーストを調製する方法。
（ii）顔料（Ａ）、及び顔料分散剤としてアニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）を２
本ロール、ミキサー等の混練機を用いて混練し、得られた混練物を、水を含む水性媒体中
に添加し、攪拌・分散装置を用いて顔料ペーストを調製する方法。
（iii）メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン等のような水との相溶性を有する有機
溶剤中に顔料分散剤としてアニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）を溶解して得られた
溶液に顔料（Ａ）を添加した後、攪拌・分散装置を用いて顔料（Ａ）を有機溶液中に分散
させ、次いで水性媒体を用いて転相乳化させた後、前記有機溶剤を留去し顔料ペーストを
調製する方法。
【００７１】
　混練機としては、特に限定されることなく、例えば、ヘンシェルミキサー、加圧ニーダ
ー、バンバリーミキサー、プラネタリーミキサーなどがあげられる。
　また、攪拌・分散装置としても特に限定されることなく、例えば、超音波ホモジナイザ
ー、高圧ホモジナイザー、ペイントシェーカー、ボールミル、ロールミル、サンドミル、
サンドグラインダー、ダイノーミル、ディスパーマット、ＳＣミル、ナノマイザー等を挙
げられる。これらのうちの１つを単独で用いてもよく、２種類以上装置を組み合わせて用
いてもよい。
【００７２】
　前記顔料ペーストに占める顔料（Ａ）量は５～６０質量％であることが好ましく、１０
～５０質量％であることがより好ましい。顔料（Ａ）量が５質量％より少ない場合は、前
記顔料ペーストから調製した水性顔料分散体並びに水性インクの着色が不充分であり、充
分な画像濃度が得られない傾向にある。また、逆に６０質量％よりも多い場合は、顔料ペ
ーストにおいて顔料の分散安定性が低下する傾向がある。
【００７３】
　また、粗大粒子の残存は、各種画像特性を劣化させる原因になるため、インク調製前後
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に、遠心分離、あるいは濾過処理等により、適宜、粗大粒子を除去することが好ましい。
【００７４】
　分散工程の後に、イオン交換処理や限外処理による不純物除去工程を経て、その後に後
処理を行っても良い。イオン交換処理によって、カチオン、アニオンといったイオン性物
質（２価の金属イオン等）を除去することができ、限外処理によって、不純物溶解物質（
顔料合成時の残留物質、分散液組成中の過剰成分、有機顔料に吸着していない樹脂、混入
異物等）を除去することができる。イオン交換処理は、公知のイオン交換樹脂を用いる。
限外処理は、公知の限外ろ過膜を用い、通常タイプ又は２倍能力アップタイプのいずれで
もよい。
【００７５】
（インクジェット記録用水性インク）
　前記水性顔料分散体は、必要に応じて、任意のタイミングで、水溶性溶媒で希釈する、
あるいは湿潤剤（乾燥抑止剤）、浸透剤、あるいはその他の添加剤、いわゆる公知慣用の
添加剤を添加することもできる。当該添加により、自動車や建材用の塗料分野や、オフセ
ットインキ、グラビアインキ、フレキソインキ、シルクスクリーンインキ等の印刷インキ
分野、あるいはインキジェット記録用インク分野等様々な用途に使用することができる。
インクの調製後に、遠心分離あるいは濾過処理工程を追加して、粗大粒子除去を行うこと
もできる。ここでは、インクジェット記録用水性インクについて、詳述する。
【００７６】
（湿潤剤）
　前記湿潤剤は、インクの乾燥防止を目的として添加する。乾燥防止を目的とする湿潤剤
のインク中の含有量は３～５０質量％であることが好ましい。
　本発明で使用する湿潤剤としては特に限定はないが、水との混和性がありインクジェッ
トプリンターのヘッドの目詰まり防止効果が得られるものが好ましい。例えば、グリセリ
ン、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、分子量２０
００以下のポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、
トリプロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、イソプロピレングリコール
、イソブチレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，５
－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、メソエリスリトール、ペンタエリスリ
トール、等が挙げられる。中でも、プロピレングリコール、１，３－ブチルグリコールを
含むことが安全性を有し、かつインク乾燥性、吐出性能に優れた効果が見られる。
【００７７】
（浸透剤）
　前記浸透剤は、被記録媒体への浸透性改良や記録媒体上でのドット径調整を目的として
添加する。
　浸透剤としては、例えばエタノール、イソプロピルアルコール等の低級アルコール、エ
チレングリコールヘキシルエーテルやジエチレングリコールブチルエーテル等のアルキル
アルコールのエチレンオキシド付加物やプロピレングリコールプロピルエーテル等のアル
キルアルコールのプロピレンオキシド付加物等が挙げられる。
インク中の浸透剤の含有量は０．０１～１０質量％であることが好ましい。
【００７８】
（界面活性剤）
　前記界面活性剤は、表面張力等のインク特性を調整するために添加する。このために添
加することのできる界面活性剤は特に限定されるものではなく、各種のアニオン性界面活
性剤、ノニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤などが挙げられ、
これらの中では、アニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤が好ましい。
【００７９】
　アニオン性界面活性剤としては、例えば、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルフ
ェニルスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、高級脂肪酸塩、高級脂肪酸エス
テルの硫酸エステル塩、高級脂肪酸エステルのスルホン酸塩、高級アルコールエーテルの
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硫酸エステル塩及びスルホン酸塩、高級アルキルスルホコハク酸塩、ポリオキシエチレン
アルキルエーテルカルボン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸塩、アルキル
リン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸塩等が挙げられ、これらの具体例
として、ドデシルベンゼンスルホン酸塩、イソプロピルナフタレンスルホン酸塩、モノブ
チルフェニルフェノールモノスルホン酸塩、モノブチルビフェニルスルホン酸塩、ジブチ
ルフェニルフェノールジスルホン酸塩などを挙げることができる。
【００８０】
　ノニオン性界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリ
オキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ソルビ
タン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンソルビトール脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレングリセ
リン脂肪酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ポリオキ
シエチレンアルキルアミン、ポリオキシエチレン脂肪酸アミド、脂肪酸アルキロールアミ
ド、アルキルアルカノールアミド、アセチレングリコール、アセチレングリコールのオキ
シエチレン付加物、ポリエチレングリコールポリプロピレングリコールブロックコポリマ
ー、等を挙げることができ、これらの中では、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテ
ル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンドデシルフェニ
ルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル
、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、脂肪酸ア
ルキロールアミド、アセチレングリコール、アセチレングリコールのオキシエチレン付加
物、ポリエチレングリコールポリプロピレングリコールブロックコポリマーが好ましい。
【００８１】
　その他の界面活性剤として、ポリシロキサンオキシエチレン付加物のようなシリコーン
系界面活性剤；パーフルオロアルキルカルボン酸塩、パーフルオロアルキルスルホン酸塩
、オキシエチレンパーフルオロアルキルエーテルのようなフッ素系界面活性剤；スピクリ
スポール酸、ラムノリピド、リゾレシチンのようなバイオサーファクタント等も使用する
ことができる。
【００８２】
　これらの界面活性剤は、単独で用いることもでき、又２種類以上を混合して用いること
もできる。界面活性剤を添加する場合は、その添加量はインクの全質量に対し、０．００
１～２質量％の範囲が好ましく、０．００１～１．５質量％であることがより好ましく、
０．０１～１質量％の範囲であることがさらに好ましい。界面活性剤の添加量が０．００
１質量％未満の場合は、界面活性剤添加の効果が得られない傾向にあり、２質量％を超え
て用いると、画像が滲むなどの問題を生じやすくなる。
【００８３】
　また、必要に応じて、防腐剤、粘度調整剤、ｐＨ調整剤、キレート化剤、可塑剤、酸化
防止剤、紫外線吸収剤等を添加することができる。
【００８４】
（記録部材）
　本発明の水性顔料分散体は、特に普通紙に対しても高い光学濃度を発現する。その他の
吸収性の記録部材に使用してももちろん構わない。吸水性の記録媒体の例には、普通紙、
（微）塗工紙、布帛、インクジェット専用紙、インクジェット光沢紙、ダンボール、木材
、などが含まれる。
【実施例】
【００８５】
　以下、本発明の実施例を示して詳しく説明する。
なお、特に断りがない限り、「部」は「質量部」、「％」は「質量％」である。
【００８６】
＜共重合体（Ｃ）＞
共重合体（Ｃ）としては、以下の重合体を使用した。
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ボラレスト　ＦＬ（クローダジャパン株式会社製、水分散液、ポリマー含有量３０％、Ｉ
ＮＣＩ名：ＡＣＲＹＬＡＴＥＳ／ＳＴＥＡＲＥＴＨ－２０　ＩＴＡＣＯＮＡＴＥ　ＣＯＰ
ＯＬＹＭＥＲ、ブルックフィールド粘度（２．５％、２５℃、ＲＶＴ／６／２０）１１０
００ｍＰａ・ｓ）
チノビス　ＧＴＣ（ＢＡＳＦジャパン株式会社製、水分散液、ポリマー含有量３０％、Ｉ
ＮＣＩ名：ＡＣＲＹＬＡＴＥＳ／ＳＴＥＡＲＥＴＨ－２０　ＩＴＡＣＯＮＡＴＥ　ＣＯＰ
ＯＬＹＭＥＲ、、ブルックフィールド粘度（２．５％、２５℃、ＲＶＴ／６／２０）３１
０００ｍＰａ・ｓ）
【００８７】
　また、比較例用の重合体としては、以下の重合体を使用した。
「ストラクチャ　ＣＥＬ５００ＨＭ（　アグゾノーベル株式会社製、粉体、ＩＮＣＩ名：
　Ｃ１２－１６　Ａｌｋｙｌ　ＰＥＧ－２　Ｈｙｄｒｏｘｙｐｒｏｐｙｌ　Ｈｙｄｒｏｘ
ｙｅｔｈｙｌ　Ｅｔｈｙｌｃｅｌｌｕｌｏｓｅ）
【００８８】
＜製造例：アニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）の溶液（ＳＡ－１）＞
　モノマー組成比において、スチレン／メタアクリル酸／アクリル酸＝７７／１３／１０
（質量比）であり、質量平均分子量８８００、酸価１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ、ガラス転移点
１０７℃である樹脂Ａを作製した。メチルエチルケトン（以下、ＭＥＫと略記する）５０
部、前記樹脂Ａ５０部、これにイオン交換水８７．４部、３４質量％の水酸化カリウム（
ＫＯＨ）水溶液２２ｇを加え、良く撹拌し、樹脂溶液を得た。この樹脂溶液について、ウ
ォーターバス温度４５℃、４０ｈＰａの減圧条件でＭＥＫを除去し、樹脂固形分２０％と
したものをアニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）の溶液（ＳＡ－１）とした。
【００８９】
（調整例１：ブラックの水性顔料分散体（ＭＫ－１）の製造方法）
　下記組成の混合物をプラネタリーミキサー（愛工舎製作所ＡＣＭ０４ＬＶＴＪ－Ｂ）に
仕込み、ジャケット温度６０℃、攪拌羽根回転数２５ｒｐｍ（公転数８０ｒｐｍ）にて６
０分間混練を行なった。
　カーボンブラック（三菱化学社＃９６０）：５０部
　アニオン性基含有有機高分子化合物（Ｂ）（樹脂Ａ）：１０部
　塩基性化合物（３４％水酸化カリウム水溶液）：４．４部
　水性媒体（トリエチレングリコール）：５０部
【００９０】
　更に、得られた混練物全部を家庭用ミキサー（象印社製ヘルシーミックス）に投入し、
純水２１８．６部を加え密栓し２０分間撹拌溶解し、顔料濃度１５％とした水性ブラック
顔料分散体ベース（ＢＫ－１）を３３３部得た。
【００９１】
　前記水性ブラック顔料分散体ベース（ＢＫ－１）２４部と、共重合体（Ｃ）として「ボ
ラレスト　ＦＬ」０．３１部及び純水６５．７部を添加し、マグネチックスターラーで攪
拌して、水性ブラック顔料分散体（ＭＫ－１）を得た。
【００９２】
　水性ブラック顔料分散体（ＭＫ－２）等は、後述の表上段記載の組成として水性ブラッ
ク顔料分散体（ＭＫ－１）と同様に調製した。水性ブラック顔料分散体の物性測定結果を
後述の表下段に記載した。
【００９３】
（調整例２：水性ブラックインク（Ｋ－１）の製造方法）
【００９４】
　前記水性顔料分散体ベース（ＢＫ－１）５０部と、別途調製したビヒクル５０部（ビヒ
クル組成：２－ピロリドン／トリエチレングリコールモノブチルエーテル／グリセリン／
サーフィノール４４０／純水＝１６／１６／６／１／６１）および共重合体（Ｃ）として
「ボラレスト　ＦＬ」０．３部を、マグネチックスターラーで攪拌混合して、水性ブラッ
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クインク（Ｋ－１）を得た。
【００９５】
　水性ブラックインク（Ｋ－２）等は、後述の表上段記載の組成として水性ブラックイン
ク（Ｋ－１）と同様に調製した。水性ブラックインクの物性測定結果を後述の表下段に記
載した。
【００９６】
＜物性測定方法＞
（ｐＨ測定方法）
　ＭＭ－６０Ｒ（東亜ディーケーケー（株）製）を用いて測定（供試サンプル温度２５℃
）した。
【００９７】
（粘度測定方法）
　ＶｉｓｃｏｍｅｔｅｒＴＶ－２０（東機産業社製）を用いて、測定（供試サンプル温度
２５℃）した。
【００９８】
（平均粒子径測定方法）
　動的光散乱式ナノトラック粒度分析計ＵＰＡ－１５０ＥＸ（日機装株式会社製）用いて
、測定（供試サンプル温度２５℃）した。粒子径の値として、体積平均粒子径（Ｍｖ）、
５０％粒子径（Ｄ５０）、９０％粒子径（Ｄ９０）及び９５％粒子径（Ｄ９５）を用いた
。
【００９９】
（保存安定性）
　供試サンプルをポリエチレン容器に密封、６０℃雰囲気下に３０日間保存し、保存前と
保存後の平均粒子径（Ｄ５０）を、前記の平均粒子径測定方法に従って測定した。また同
様に、保存前と保存後の水性インクの粘度を、前記の粘度測定方法に従って測定した。保
存前後の変動比（＝（保存後の測定値）／（保存前の測定）×１００（％））を算出し、
以下のように評価した。
Ｇ：保存前後の平均粒子径（Ｄ５０）および粘度の変化が、両方とも１０％未満
Ｎ：保存前後の平均粒子径（Ｄ５０）および粘度の変化が、少なくとも一方が１０％以上
【０１００】
＜印刷物の評価＞
（光学濃度（Ｏ．Ｄ．）値の測定）
　調製した前記供試サンプルを、ワイヤーバー＃３にてＰＰＣ用紙に塗布した。２４時間
自然乾燥後、塗布物の光学濃度（Ｏ．Ｄ．））を測定した。測定には「Ｇｒｅｔａｇ　Ｍ
ａｃｂｅｔｈ　Ｓｐｅｃｔｒｏ　Ｓｃａｎ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ」（Ｘ－Ｒｉｔｅ
社）を使用し、塗布物の光学濃度（Ｏ．Ｄ．）値として、縦３点×横３点の合計９点測定
の平均値を採用した。
　なお、光学濃度向上は、下記式に従い算出し、以下に示す評価基準にしたがって光学濃
度（Ｏ．Ｄ．）を評価した。
【０１０１】
【数２】

【０１０２】
（判定基準）
Ｇ：５％以上の光学濃度の向上があった。　　　
Ｎ：５％以上の光学濃度の向上がなかった。
【０１０３】
＜インクジェット（ＩＪ）用適性試験＞
（ＩＪ印刷方法）
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　吐出性、及び印字性能について、恒温恒湿室（室温２５℃、湿度５０％）において、サ
ーマル型インクジェットノズルを有するインクジェット記録装置（ヒューレットパッカー
ド社製　ＥＮＶＹ４５００）に、インクを装填し、被記録材としてＰＰＣ用紙上への印刷
を行った。
【０１０４】
（１）ＩＪ吐出性能
　連続２０枚印刷による吐出性能を評価した。
　Ｇ：ノズルの目詰り無く、２０枚連続で印刷できる。
　Ｍ：ノズルの目詰り無く、１０枚連続で印刷できるが、２０枚連続で印刷することが出
来ない。
　Ｎ：ノズルの目詰りが有り、１０枚連続で印刷することが出来ない。
【０１０５】
（２）ＩＪ印字性能
　連続２０枚印刷（ドット画像形成）し、ルーペ観察により、印字の乱れを評価した。
Ｇ：印刷開始から２０枚印刷終了まで印字の乱れが無かった。　　　
　Ｍ：印刷開始から１０枚印刷終了まで印字の乱れが無かったが、それ以降２０枚印刷終
了までに印字の乱れがあった。
Ｎ：印刷開始から１０枚印刷終了まで印字の乱れがあった。　
【０１０６】
【表１】
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【表２】

【０１０８】
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【表３】

【０１０９】
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【表４】

【０１１０】
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【表５】

【０１１１】
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【表６】
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